

































































 まず最初に、四川大地震に被害概要と災害から 6 ヶ月時点での復興状況を表 1 にまと
める。死者 7 万人、行方不明者をいれると 8 万 7 千人の犠牲者を出した大震災であった。
被災地の総面積は 13 万平方キロで、日本の国土の 3 分の１という広大さである。四川
省だけでなく、陜西省、甘粛省など近隣の省でも、大きな被害を被っている。例えば、
甘粛省隴南市だけでも 159 人の死亡が報告された。（「甘粛省南端文県」読売新聞 2008
年 5 月 19 日,6 月 13 日）。四川省以外でも、北京、上海、南京、宁夏、甘肃、青海、陕
西、山西、山东、河南、湖北、湖南、重庆、贵州、云南、西藏、江苏、海南、香港など
で地震が観測された。家屋の倒壊は 21 万 6 千棟、損壊家屋は 415 万棟である。中でも












表１ 四川大地震の被害概要と復興状況（2008 年 11 月 11 日付け―震災から半年後） 
被害 死者 6 万 9,227 人 
行方不明者 1 万 7,923 人 
負傷者 37 万 4,643 人 
避難民（四川省のみ） 約 1,100 万人 
避難者数 約 1,510 万人 
居住が不可能になった住宅数 450 万戸 
重大な被害を受けた地域 約 13 万平方キロ 
（日本の総面積の 3 分の１） 






住居 農村 10,709.6 万平方 m 
都市 1,887.9 万平方ｍ 
救援・復興状況 仮設住宅 約 246 万棟、約 70 万棟、約 100
万戸（情報にばらつきあり） 
政府の財政出勤 約 809 億元 
寄付・支援物資 595 億元分 
道路 すべて開通 
学校 すべて再開 
企業活動 年間売上高 500 万元以上の企
業の 9 割以上が営業再開 
四川省の GDP 伸び率の推移 
（前年同期比） 
1―3 月 14.5％ 
4―6 月 4.6％ 
7―9 月 10.1％ 
《読売新聞 2008 年 11 月 12 日、毎日新聞 2008 年 11 月 13 日、日本経済新聞 2008 年 11 月 12 日、
新華社、中国政府発表より筆者作成。1 元は約 14 円として換算） 
引用文献：大谷順子「四川大地震に見る現代中国―阪神淡路大震災と福岡西方沖地震との比較を
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２．新中国の災害対策史 
 
 新中国が 1949 年に成立してからの、救済活動方針の変遷をその歴史的背景とあわせ
てまとめられたものが表２である。建国当初から、自然災害は国家の危機的事象として
認識されていたが、「自助」の概念が方針の基本としてあり、政府による救済の方針は
ほとんど無かったといえる。毛沢東が 1958 年から 1960 年まで施行した農工業の大増産
政策である「大躍進」時期には、農村の現状を無視した強引なノルマを課したうえ、1958











表２  新中国誕生以来の救済活動方針の変遷 













































引用文献： 《响应汶川－中国救灾机制分析》邓国胜 等, 北京大学出版社 2009 年 15 頁 (張玉
梅訳)に筆者加筆。 
 







部の救災活動を主管する農村社会救済部が設立された。1989 年 12 月の国連総会で、1990
年から 1999 年を国際防災の年と定めたことを受けて、中国国際減災十年委員会が創立
された。2003 年の第 5 回国務院機構改革では、全国的な救災業務は民政部が担当するこ
とが更に明確にされた。 
 
表３  新中国誕生以来救災組織機構変化の状況 































































(1976 年 1 月 8 日周恩来
死去, 7月 6日人民解放軍
創設者朱徳死去, 7 月















































災地を視察した。仮設住宅の建設も異例の迅速な対応であった。被災 1 週間後の 19 日
















山東省 ⇒ 四川省北川県羌族自治県 山西省 ⇒ 四川省茂県 
広東省 ⇒ 四川省汶川県 湖南省 ⇒ 四川省理県 
浙江省 ⇒ 四川省青川県 吉林省 ⇒ 四川省黒水県 
江蘇省 ⇒ 四川省綿竹市 安徽省 ⇒ 四川省松潘県 
北京市 ⇒ 四川省什邡市 江西省 ⇒ 四川省小金県 
上海市 ⇒ 四川省都江堰市 湖北省 ⇒ 四川省漢源県 
河北省 ⇒ 四川省平武県 重慶市 ⇒ 四川省崇州市 
遼寧省 ⇒ 四川省安県 黒 龍 江
省 
⇒ 四川省剣閣県 
河南省 ⇒ 四川省江油市 深圳市 ⇒ 甘粛省文県 ,武都区 ,康
県,舟曲県 
福建省 ⇒ 四川省彭州市 天津市 ⇒ 陕西省宁強県,略陽県 
出典：《汶川地震灾后恢復重建対口支援方案》国務院辦公庁 2008 年 6 月 11 日。《汶川地震灾后恢
復重建总体划》国務院 2008 年 9 月 19 日。 
引用文献：《汶川地震灾后贫困村重建进程与挑战》黄承伟・向德平（編）社会科学文献出版社 2011





















四川省発展改革委員会 ⇒ 北川県羌族自治県 四川省労働保障庁 ⇒ 彭州市 
四川省交通庁 ⇒ 汶川県 四川省水利庁 ⇒ 茂県 
四川省建設庁 ⇒ 青川県 四川省農業庁 ⇒ 理県 
四川省経済委員会 ⇒ 綿竹市 四川省林業庁 ⇒ 黒水県 
四川省国有資産監督管
理委員会 
⇒ 什邡市 四川省商務庁 ⇒ 松潘県 
四川省教育庁 ⇒ 都江堰市 四川省文化庁 ⇒ 小金県 
四川省民政庁 ⇒ 平武県 四川省衛生庁 ⇒ 漢源県 
四川省財政庁 ⇒ 安県 四川省環境保護局 ⇒ 崇州市 
四川省国土資源庁 ⇒ 江油市 四川省広電局 ⇒ 剣閣県 
引用文献：《四川省地图集》成都地图出版社 2010 年 125 頁 
 
 6 月 1 日、国務院地震救援総指揮部の決定に基づき、汶川地震復興計画チームが設
立された。6 月 4 日、国務院常務会議にて「汶川地震被災後再建復興条例」が原則可決
された。そして、8 月 12 日、国家発展改革委員会は国家汶川地震被災後復興再建総合計







表６ 汶川地震被災後再建復興条例（マスタープラン）2008 年 8 月 
目標 3 年で被災住民の生活や経済活動を地震前の水準以上に回復 
被災の分析 第１章 復興基礎 
復興の総論 第２章 総合要求、第３章 空間分布 
復興の各論 第４章 都市農村住宅、第５章 都市建設、第６章 農村建設、第７
章 公共服務、第８章 インフラ施設、第９章 産業復興、第 10 章 
防災減災 、第 11 章 生態環境、第 12 章 精神衛生 
計画実施方針 第 13 章 政策措置、第 14 章 復興資金、第 15 章 計画実施 
（九州大学アジア理解講座「災害復興と現代中国―四川大地震における保健と福祉」におけるア
ジア開発銀行（ADB）木村寿香発表スライド資料（2008 年 9 月 4 日）を元に筆者作成 
引用：大谷順子「四川大地震に見る現代中国―阪神淡路大震災と福岡西方沖地震との比較を交え
て―」『九州大学アジア総合政策センター紀要』第 3 号, 35 頁  
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震災の発生から 1 年後の 2009 年 3 月には、人民大会で温家宝首相が、「被災地の復興を完了
させる時期について、これまで3年を目標としていたが、1年早めて『2年以内』とする。被災



















表７  四川大地震被災地の建材/労務価格の地震前後対比表(*) 
建材/労務名称 地震前価格 地震後価格 増加率（％） 
レンガ 0.23 元/塊 0.58 元/塊 252 
鉄筋 108 元/根** 165 元/根** 152 
小石・砂利 180 元/車 360 元/車 200 
セメント 340 元/トン 580 元/トン 170 
瓦（かわら） 1.0 元/片 1.7 元/片 170 
丸太 600 元/平 800 元/平 133 
巻板 105 元/塊 140 元/塊 133 
小工*** 30 元/日 60 元/日 200  
大工 60 元/日 120 元/日 200 
* 被災地の各地域によって価格に差がある。本表は平均値。 ** 調査地農民が使用している計
量単位。  *** 専門技術を持たない下働き 
引用文献：《汶川地震灾后贫困村救援与重建政策效果评估研究》黄承伟・向德平（編）社会科学文












379.33 58.13 政府 
中国赤十字総会 52.71 8.08 自己計画案配使用 
中華慈善総会 10.76 1.65 自己計画案配使用 
全国性公募基金会 10.64 1.64 自己計画案配使用 
地方赤十字会 85.29 13.07 大部分は政府統一計画案配使用 
地方慈善会 85.77 13.14 大部分は政府統一計画案配使用 
地方公募基金会 28 4.29 大部分は政府統一計画案配使用 
合計 652.5 100 大部分は政府統一計画案配使用 








中国赤十字総会   
   
省赤十字会   
     
市赤十字会   
   
地方政府  ← 県赤十字会 











動きが拡大することを抑制し、政府主導による復興を目ざした。付録 表 A1 に震災後
復興中 NGO 活動領域一覧表を挙げる。 
 


























2009 年 10 月 1 日には、新中国成立 60 周年を祝う行事において、四川大地震からの異例のスピ
ードの復興を新中国の成し遂げている偉業のひとつとして称えた。2011 年7月20日に祝った共
産党成立90 周年では、四川大地震の復興を、共産党の達成した偉業のひとつとして宣伝した。 





















公 募 性 基 金 会
  


































































































中国政府は当初の復興計画 3 年を、後に 2 年での基本完成に変更し、結局、2 年半で
達成できたことを強調した。2010 年 4 月には、成都市農村部での住宅再建は 13.6 万戸
が完成（完工率 99.42％、入居率 96.43％）し、農村部でも住宅再建完工は 3.8 万戸（完
工率 90.13％）としている。成都市全域で 399 個の被災後工業再建プロジェクトが開始
され、その中の 379 個のプロジェクトは既に完成し、100.74 億人民元の完成投資額が累
計された。169 箇所の小中学校は既に全て再建済み、医療衛生の再建プロジェクトも既























付録 表 A1 震災後復興中 NGO 活動領域一覧表（順不同） 
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The 2008 Wenchuan Earthquake in Sichuan, China : Three Years Later 
 
    Junko OTANI  
 
The Wenchuan Earthquake occurred in Sichuan Province of P.R. China at 14:28 of 12th May 
2008. The earthquake brought various social issues to surface for the rapidly changing P.R. 
China where receiving attentions from international society. Sichuan is located in Western 
China and is known for its recent rapid economic development as well as ancient 
civilization and world heritage. The timing of the earthquake was critical as it occurred three 
months before the 2008 Beijing Olympics which success appeal to international society was 
the Government’s top priority. This article reviews the China’s disaster response policy 
historically, summarizes China’s response to the 2008 Wenchuan Earthquake in Sichuan, as 
well as that in following 3 years, and identify issues. The identified issues include 
reconstruction process, volunteerism, civil society movement, government response, media 
policy. During the three years, many things were done and many goals might have achieved 
but there are still many unsolved problems such as providing safe permanent housing and 
how authority respond to the anxiety of people, creating new jobs, long-term support for 
physically-disabled, long-term psychological care and mental support and reaching 
acceptable investigation result of the school corruption. Chinese Government used the 
recovery from the earthquake for propaganda campaign of the success of the 60th 
Anniversary of New China on 1 October 2009, and of the Communist Party as celebrating 
its 90 years anniversary on 20 July 2011. These issues would all reflect to understand 
contemporary Chinese society. 
